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研究」と題する論文を完成させ、平成 18 年 10 月に参考論文４編（内審査付論文
４編）を添え長崎大学大学院生産科学研究科に博士(工学)の学位を申請した。 





19 年 2 月 21 日の定例教授会に報告した。 
 火山災害は、地震災害、風水害などに比べて長期化、大規模化する災害になる
ことが多い。具体的には、雲仙普賢岳および三宅島の火山災害では、長期の立ち
入り規制により、地域経済が疲弊した。雲仙普賢岳のように土石流や火砕流で地
域が消失し、地域社会のゼロからの再建が必要な場合もある。また、火山地域で
は、温泉や火山景観に恵まれることから観光資源になりやすく、他の災害と違い
必然性があり、火山との共生など地域の復興の足がかりとなる。このため、長期・
大規模な火山災害の復興にあたっては、地域住民に対して早期に復興計画を示す
ことおよび復興事業などを相互調整し、将来的なまちづくりのために地域全体を
捉えた一体的復興が重要となる。 
 本研究では、雲仙普賢岳の火山災害で壊滅的な被害を受けた水無川流域の島原
市安中地区を対象に、一体的復興に向けての面的整備である土地区画整理事業、
それを補完する砂防指定地利活用および平成新山フィールドミュージアム構想
による火山災害学習施設のネットワーク化などの取り組みについて、有効性と課
題を明らかにしている。 
面的整備事業である土地区画整理事業は、安全性が確保されてから着工したた
め、各機関で実施する復興事業との相互調整は、着手時期のずれなどもあり不十
分であった。このため、本論文は、島原地域の復興対策を整理し、安中三角地帯
周辺で実施された復興事業をまとめ、復興事業を行ううえでの課題を明らかにし
ている。さらに、嵩上げの出来具合、生活環境の利便性の変化、生活環境の整備
および農業の問題に関する、安中三角地帯居住者を対象にしたアンケート調査を
もとに分析している。 
広大であり住宅地に近接している雲仙における砂防指定地は、砂防事業が実施
される前から砂防指定地利活用の検討が行われた。砂防指定地利活用は、砂防指
定地による地域分断要素の解消、住宅を再建する住民の地域コミュニティーの回
復、地域の活性化および一体的復興の取り組みとして期待される。このため、本
論文は、雲仙における砂防指定地利活用の経緯をまとめ、地域住民を対象にした、
利活用の周知状況、ニーズ、住民参加などに関するアンケート調査により、砂防
指定地利活用の課題を分析している。 
国や県は、災害遺構の保存や学習体験の場としての施設を整備した。これらの
施設をフィールドミュージアムとしてネットワーク化し、火山観光として活用を
図ることが、地域振興としての一体的復興になることから、観光データを分析し、
観光客、商工観光関係者を対象にした平成新山フィールドミュージアム構想の取
り組みや必要なネットワーク整備に関するアンケート調査から、火山観光施設の
ネットワーク化の課題を明らかにしている。 
本研究では、被災した地域の一体的整備に必要な面的整備とそれを補完する砂
防指定地利活用、火山観光施設のネットワーク化を例にして、地域の復興はどう
あるべきかを導き出している。安中三角地帯居住者は、安全性が向上したことに
は満足しているが、生活環境の利便性、快適性は十分でないとしていることから、
まちづくり、地域の再生に必要な面的整備を実施するうえでの復興事業との調整
方法を提案している。地域再生には、雇用の確保が重要であるが、住民が戻るき
っかけ、住んでからのコミュニティーの回復も重要であることから、復興事業で
生まれる広大な砂防指定地の利活用をどうすべきかを提案している。火山災害で
被災した地域の復興には、火山災害を逆手に取った取り組みとして、火山災害遺
構の保存、火山災害学習体験施設の整備をとおして、火山観光の推進が重要であ
ることから、施設のネットワーク化のあり方を提案している。復興計画を策定す
る段階から、これらの取り組みを検討することは重要であるが、検討するシステ
ムない。このため、復興会議システムを提案している。このシステムによって、
個別の復興計画を策定する関係機関の相互調整が可能であり、まちづくりの視点
から計画策定段階を評価することで、復興事業を面的整備の面から捉えて整備す
ることができる。 
本研究では、長期化、大規模化する火山災害で被災した地域をどのように復興
するのが適切であるかを、まちづくりの観点から捉え、砂防指定地利活用、火山
観光施設のネットワーク化で補完する一体的復興を提案している。縦割り行政の
中でそれぞれ実施される復興事業を計画段階や実施段階で、事業主体が相互に調
整するのは難しいことを踏まえ、復興事業を調整するための体制・組織と事業主
体やまちづくりの専門家を交えた復興会議システムの提案は、被災地域の復興に
役立つことから非常に有益な研究である。 
 以上のように、本論文は防災工学のうち、従来不十分であった復興分野の進歩
に貢献するものであることを認め、博士(工学)の学位に値するものとして合格と
判定した。 
 
 
 
